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 厚生労働省の調査によると 2005 年以降、日本は人口減少が始まっている。同時に

































仮説 1 女性取締役比率が増すことで企業のパフォーマンスにプラスの影響を与える 
仮説 2 全体でみれば社内取締役と社外取締役の間で業績に与える影響は変わらない 
仮説 3 大卒・高卒という取締役の学歴がパフォーマンスに影響を与える 
仮説 4 持ち株比率が高いほうがパフォーマンスにプラスの影響を与える 
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計 1 万人の 2 倍を超えていた。2005 年における合計特殊出生率は 1.26 人である、人
口の増減がないと予想される｢人口置き換え水準｣である 2.08人を大きく下回ったまま
である。国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、日本の人口は今後も減少し
続け、2050 年には人口は 9,000 万人を割り込むとされ、2080 年代には現在の半分近
くに減少すると予想されている。 
 一方で少子化ということでは、2005年の合計特殊出生率は 1.26人であり、2006年
に 1.32 人に戻ったとはいえ、低減傾向は続くと予測されている。65 歳以上人口(老年
人口)の割合も急速に増加している。老年人口比率は、1970 年に｢高齢化社会｣の指標
である 7%を超え、1994 年には｢高齢社会｣の 14%を超えた。総務省の推計によれば、
2005年 9月現在、老年人口は 2,553万人で総人口の 20%を占めている。現在の増加傾
向から推計すると、2025年には 28.7%、2050年には 35.7%になるとされている。 












































































































第一節  ダイバシティ議論 
 




 アメリカにおけるダイバシティ議論は谷口(2008)によると米国労働省が 1987 年に
発表した「Workforce2000」を引き金として、4つの主要なトレンドが、 
・労働力は、高齢化、女性化がすすみ、不利な条件を持つ人々が増えるようになる。





















































第二節  地域ごとの取り組みの特徴 
 





て選択したのは Academy of Management Review,  Academy of Management 
Journal, Administrative Science quarterly, Strategic Management Journal, 
Organization Science, Human Resource, Management, Academy of Management 
Perspective の 7 誌で、期間は 1962 年から 2009 年である。以下の図が各テーマの記
事件数である。 
 
図表 2－2－1(1) ダイバーシティ研究のテーマと記事件数 
 
















のダイバシティ・マネジメントの話題を特定する。NII 論文情報ナビゲータ Cinii を




図表 2－2－2(1) ダイバーシティ研究のテーマ別件数の年度毎の推移 
 
出所: NII 論文情報ナビゲータ Cinii により筆者が作成 
 









図表 2－2－2（2） ダイバーシティ研究のテーマと記事件数 
 











                                                  






第三節  女性に関する労働経済学のアプローチ 
 













































































































































































































企業は 35.4％、現状維持は 52.7％、減少した企業は 6.1％である。企業パフォーマン
スを総合経営判断指標(競争相手とする企業と比べ、最近のパフォーマンスはよいと思









 佐野(2005)は、1992年から 2001年までの「Nikkei Economic Electronic Databank 
System(日経 NEEDS)」と「就職四季報・女子版」(東洋経済新報社)を結合させて、
女性社員比率と売上高営業利益率(＝営業利益/売上高)の関係を分析している。その結






























図表 2-3-3(2) 女性が活躍できる風土と企業パフォーマンスとの関係 
 









図表 2-3-3(3) 女性比率と企業パフォーマンスの関係 
 





















































あるということを確かめるために実証研究を行った。1996 年から 2000 年にかけて
Fortune500に入った企業のうち M&Aなどが行われていない企業、353社の財務デー






Utilities, Consumer Discretionary, Pharmaceuticals, Consumer Staples, Financials
である。一方、割合の最も低い職種は、Industrials, Info/Telecom Service, Energy, 
Aerospace and Defense, Materialsであった。 
 





調査の結果は、4 つのグループ間で女性の TMT における比率が最も高いグループが
最も低いグループよりもパフォーマンスがよかった。両者の間には ROEで 4.6％、TRS
で 32.4％の違いがあった。産業別の結果も、最も女性の TMT 比率が高い産業が最も
女性の TMT比率が低い産業と比較して ROE・TRS共に値が高かった。 
 























































































 海外の TMTとパフォーマンスに関する実証研究について上田(1996)が 1993年まで
レビューを行っている。1993年以降を、いくつかのカテゴリーに分けることができる。
TMT・コンテクストとパフォーマンスに関する研究 Carpenter(2001), Keck(1997）や、
TMT の給料がパフォーマンスにどう影響するかを調べた研究 Carpenter(2002), 
Hambrick&Cho(1996）、TMT のインセンティブとパフォーマンスの関係を調べた研
究 Phyllis&Hambrick(2005), Sanders&Carpenter(1998), Theresas&Weishen(2007）、
TMT サイズ・コンフリクトパフォーマンスの研究、TMT の異質性と競争力に関する
研究 Murray&Bret&Amye(2007), Greening&Johnson(1997）TMT異質性・戦略的協





















Zeki(2007)は CEOが TMTのメンバーであり、その間の相互関係を調べた。仮説は CEO
の在職期間は TMTのリスク志向を通じてパフォーマンス(リスク志向性)に間接的に影
響するとして、結果は仮説を支持する形になった。先行研究からわかるのは研究従来



























































                                                  






 図表 2-4-3(3):女性取締役の最終学歴 
 












































の 1%以上を、11%が 0.1%以上を所有している。そして 16%の女性取締役が 0.01%以
















































理由から仮説 2から仮説 4を立てた。 
 
仮説 1 女性取締役比率が増すことで企業のパフォーマンスにプラスの影響を与える 
 
仮説 2 全体でみれば社内取締役と社外取締役の間で業績に与える影響は変わらない 
 
仮説 3 大卒・高卒という取締役の学歴がパフォーマンスに影響を与える 
 

















水産・農林業 1300~1500 8社 
鉱業 1500~1699 7社 
建設業 1700~1999 105社 
食品 2000~2999 122社 
繊維製品 3000~3599 83社 
パルプ・紙 3700～3999 25社 
化学・医薬品 4000~4999 221社 
石油・石炭 5000~5099 11社 
ゴム 5100~5199 14社 
窯業 5200~5399 32社 
鉄鋼 5400~5699 36社 
非鉄金属 5700~5800 26社 
金属製品 5900~5999 35社 
機械 6000~6499 129社 
電気 6500~6999 164社 
輸送用機械 7000~7499 127社 
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精密機械 7700~7799 30社 
その他機械 7800~7999 64社 
商業 8000~8299 154社 
銀行・ノンバンク 8300~8599 128社 
証券・証券先物 8600~8699 18社 
保険 8700~8799 9社 
不動産 8800~8999 50社 
陸運 9000~9099 43社 
海運 9100~9199 8社 
空運 9200~9299 4社 
倉庫・運輸 9300~9399 19社 
情報通信 9400~9499 21社 
電気・ガス 9500~9599 17社 


























































第五節 分析  
 
図表 3-5-1 記述統計量 
  最小値 最大値 平均値 中央値 標準偏差 
取締役総数(人) 7 34 14.07 13 5.163
ROA(総資産利益率) -19.73 17.68 3.422 3.003 4.523
女性取締役比率(%) 2.94 30.77 9.515 8.33 4.822
女性取締役持株比率(%) 0 13.715 0.775 0.0017 2.469
取締役平均年齢 46 65.6 58.558 59.15 4.004
取締役在職期間(年) 0.3 15.6 6.367 5.4 3.197
設立年数(西暦) 1878 2009 1959.36 1958 26.591
全従業員数(人) 63 180500 10823 2105 26882.89
学歴ダミー(大卒 1 高卒 0) 0 1 0.74 1 0.441
業種ダミー 
(製造業 1 その他 0) 
0 1 0.45 1 0.499
社内外女性取締役ダミー 
(社内 1 社外 0) 























    図表 3-5-2 多重共線性の検定 
  共線性の統計量




























ℇ   誤差項 
 
モデル 2  WOMを外して DUMを投入 
ROA=α+β₁TMT+β₂FOU+β₃DUM+ℇ 
 
モデル 3 DUMを外して SCHを投入 
ROA=α+β₁TMT+β₂FOU+β₃SCH+ℇ 
 













設立年数 全従業員数 学歴ダミー 業種ダミー 
社内外女性 
取締役ダミー 
取締役総数 1           
    
    
    
    
    
    
1    
           
ROA -.226*** 1      
女性取締役比率 -.518*** .328*** 1     
女性取締役持株比率 -.186** .230*** .089 1    
取締役平均年齢 .295*** -.142 -.338*** -.69 1   
取締役在職期間 -.257*** .105 .039 .237*** .121 1  
設立年数 -.194** .174** .304*** .139 -.433*** .074 1
全従業員数(log) .569*** -.14 -.341*** -.196** .502*** -.319*** -.394***
学歴ダミー(大卒1高卒0) .04 .003 .097 -.183* .062 -.301*** -.151 .200** 1   
業種ダミー 
(製造業 1 それ以外 0) 
-.147 .013 -.077 .056 .062 .069 -.25*** .005 .105 1  
社内外女性取締役ダミー
(社内 1 社外 0) 
.113 .198** .093 .196** -.072 .032 .092 -.007 -.357*** -.15 1







                         
図表 3-5-4 重回帰分析の結果 
 
   モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 
  t 値 p 値 ｔ値 p 値 t 値 p 値 ｔ値 p 値 
取締役総数 -.77 .443 -2.739 .007*** 1.97 .051* -2.007 .047**
設立年数 .927 .356 1.316 .19 1.588 .115 1.378 .171
女性取締役比率 2.72 .007***          
社内外女性取締役    2.594 .011**       
学歴       -.067 .946    
女性取締役持株比率             2.179 .031**
R² .118 .113 .058 .101 
サンプル数 138 138 138 138 
a.従属変数 ROA        




















仮説 2 全体でみれば社内取締役と社外取締役の間で業績に与える影響は変わらない→ 
不支持  
 
仮説 3 大卒・高卒という取締役の学歴がパフォーマンスに影響を与える→不支持 
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